
愛知県県全体

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】

愛知県吹奏楽連盟（以下県吹連）とは、情報共有、県吹連の実

施するアンケート結果の受領、現地視察への参加などで連携した。

企業との連携については、愛知県教育委員会が所管する家庭教育

応援企業(対象登録企業約1,000社)に対し、練習場所の提供や練習

成果の発表をする場の提供等について協力を依頼した。

【取組内容】

県内広域の９市町で事業実施することで、地域の実情に応じた多様な

取組を実施した。

各市町の取組の進捗情報を事業を実施する９市町との合同情報交

換会や、各市町への現地視察により確認した。

県内全市町村へ向けた情報交換会を開催し、実証事業の取組につい

て地域移行のモデルとして周知し、各市町村の取組を推進した。

部活動を巡る状況は、近年、特に持続可能性という面でその厳しさを増している。少子化が進む中、これまでと

同様の体制で運営することは難しくなってきており、愛知県内の学校や地域によっては、存続が危ぶまれている部活

動もある。また、学校において働き方改革が求められる中、部活動が教師の長時間勤務の大きな要因の一つと

なっていることから、改革が急務となっている。

愛知県では、部活動ガイドライン等に従い、どの学校も平日の部活動の練習時間等の削減や、土日の練習の

見直しを行っている。しかし、まだ平日、休日共に、顧問(教員)の指導に頼っている学校が多く、休日の部活動の

地域移行・地域連携がなかなか進んでいないのが現状である。

令和4年12月に、県内全52市町村を対象に「愛知県部活動の地域移行に向けた説明会及び意見交換会」

を実施し、取組状況の現状について聞き取りをした。その結果、今後３年間の地域移行に向けての取組状況に、

市町村間でかなりの差が生じていることが明らかになった。

【取組内容】

「部活動の地域移行・地域連携の進め方に関するガイドライン」により、

市町村に対して参加費用の適切な設定と保護者等の負担軽減につい

て示した。

県内の家庭教育応援企業に対し、指導者の派遣、楽器運搬、生徒

送迎、練習場所の提供等の協力を依頼した。

改革推進期間の３年間のうち残り２年間で、市町村が円滑に公立中

学校の休日部活動の地域移行・地域連携が進めることができるよう、実証

事業の実施に加え、情報交換会や事業報告会において、その事例を全県

へ情報提供する。

愛知県は、全国的に有数の企業集積地であり、多様な大学も立地して

いる。こうした企業や大学と連携するとともに、文化芸術団体等の協力を得

るなど、地域の資源を市町村が活用できる仕組みを構築する。

2023年６月に示した県の「部活動の地域移行・地域連携の進め方に関

するガイドライン」により、今後も、県と市町村との連携を密にして取り組んで

いく。

【成果】

市町の実証事業における運営や指導に携わっている方の中で、県吹

連の役員をしている方が多くいたため、県吹連内において、市町の実証

事業の内容についても協議し、その中で出た意見やアンケート結果を県

教育委員会の担当者が共有することで、実証事業を効果的に実施する

ことができた。

また、視察を合同で実施することで、指導者や部活動顧問との調整

が円滑に行われ、関係団体との連携が強化された。

家庭教育応援企業に対しての協力依頼については、その意向を集約

し地域移行への協力体制を確認した。

【成果】

県内広域の９市町において、地域の実情に応じた多種の取組を展開し

その課題や成果が検証された。

事業実施９市町を含めた情報交換会を開催し、他市町の実施報告や、

県吹連の助言を聞くことで実施内容を充実させる一助とした。

実証事業実施９市町の取組状況について、県内全市町村へ向けたオン

ライン情報交換会にてその成果や意義を周知した。また、複数のグループに

分かれ質疑応答する時間を設けることで、各市町村の取組や課題を共有・

検討する場とし、面的・広域的に取組を推進した。

【成果】

ガイドラインを示したことにより、複数の実証事業実施市町の中で、市

町の所有する市民会館やホール等の公共施設を活動場所とする際に、

施設利用料が減免され、参加費用の少ない形での事業が実施された。

家庭教育応援企業に対しての協力依頼については、僅かではあったが

協力していただける企業の賛同を得ることができた。また、その意向を集

約することで地域移行への関心度を確認することができ、今後の制度設

計の一助となった。

県の取組

他部局との協力体制 △

県内自治体への説明・周知 ◎

教員等への理解促進 〇

保護者・生徒への周知・説明 〇

人材バンク設置 〇

教育施設活用手段の整備 △

参加費用負担の検討 △

面的・広域的な取組に関する取組関係団体・分野に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組


	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9

